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令和６年度奈良県建設業ＤＸ機器導入支援補助金募集要領 

 

１ 総則 

奈良県建設業ＤＸ機器導入支援補助金の募集等については、奈良県建設業ＤＸ機器導入

支援補助金交付要綱（以下「要綱」という。）に定めるもののほか、この要領に定めるところに

よります。 

 

２ 補助対象経費等 

補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）、補助の対象となる経費（以下「補助

対象経費」という。）及び補助金の額の算定方法は、要綱第４条、第５条及び第６条の規定に

よることとし、要綱第５条の別に定めるＤＸ機器（ソフトウェアを含む。）は、別表のとおりとしま

す。 

   

３ 応募対象者 

応募の対象となる者は、令和６年６月６日時点で別紙に記載の奈良県建設工事等入札参

加資格の申請業種のいずれかを有する者で、県内に本店を有するものとします。 

ただし、土木一式工事の格付けＡ等級のうちＡ１グループの者は応募することができませ

ん。 

また、次の（１）から（５）までのいずれかに該当する者は応募することができません。 

（１） 令和６年６月６日から「6 応募方法」に記載の応募までに、奈良県建設工事等請負契

約に係る入札参加停止措置要領による入札参加停止の措置期間がある者 

（２） 令和６年６月６日から「6 応募方法」に記載の応募までに、奈良県物品購入等の契約

に係る入札参加停止等措置要領による入札参加停止の措置期間がある者 

（３） 県税に滞納のある者 

（４） 消費税又は地方消費税に滞納のある者 

（５） 暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２

号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）若しくは同条第６号に規定する暴力団

員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団若しくは暴力団員と社会的に避難されるべ

き関係を有する者 

 

４ 事業実施期間（ＤＸ機器の購入・利用（支払完了を含む）期間） 

事業実施期間（機器の購入・利用期間）は、要綱第９条に定める補助金の交付の決定の日

から、令和７年３月３１日までとします。 

なお、補助金の交付の決定前に実施（購入・利用開始）した機器等に係る経費は、補助の対

象となりません。 

 

５ 応募要件 

応募に当たっては、以下の要件をすべて満たす必要があります。 

（１） 補助対象経費について、他の補助金の交付を受けていないこと。 

（２） 応募申請書において、導入予定のＤＸ機器の具体的な活用方法を明示すること。 
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６ 応募方法 

補助金の申請を希望する者は、下記の通り、「e 古都なら」により電子申請を行うか、郵送

又は持参により応募書類を提出してください。 

（１） 「e古都なら」により電子申請を行う場合 

１． 提出書類 

① 奈良県建設業ＤＸ機器導入支援補助金事業計画書（第２号様式） 

エクセルファイルに必要事項を入力し、「e古都なら」で添付して提出 

② 導入予定のＤＸ機器のカタログ等及び見積書（写し） 

「e古都なら」で添付して提出 

③ その他参考となる資料 

「e古都なら」で添付して提出 

２． 提出期限 

令和６年７月１９日（金曜日） １７時までに申請を完了してください。 

（作業途中であっても、期限を経過した場合は、応募できません） 

 

（２） 郵送又は持参により応募書類を提出する場合 

１． 提出書類 

① 奈良県建設業ＤＸ機器導入支援補助金応募申請書（第１号様式） 

② 奈良県建設業ＤＸ機器導入支援補助金事業計画書（第２号様式） 

③ 導入予定のＤＸ機器のカタログ等及び見積書（写し） 

④ その他参考となる資料 

２． 提出期限 

令和６年７月１９日（金曜日） １７時（必着） 

３． 提出先 

〒６３０－８５０１  奈良市登大路町３０番地 

 奈良県 県土マネジメント部 建設産業課 建設産業振興係 

電話：０７４２－２７－５４２９ 

FAX：0742－27－5313 

４． その他 

郵送の場合は封筒に「DX機器補助金応募書類」と朱書きしてください。 

      

７ 審査及び採択 

（１） 提出書類を審査し、内容に疑義がある等の場合は、追加資料の提出や説明を求める

場合があります。 

（２） 審査により内容が適当であると認められるものの中から採択します。 

（応募者が多数の場合は、抽選により予算の範囲内において採択者を決定します） 
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８ その他の手続き等 

事業の採択を受けた者は、速やかに「奈良県建設業ＤＸ機器導入支援補助金交付要綱」に

基づいて補助金の交付申請を行ってください。 

また、事業の実施（ＤＸ機器の購入）後、奈良県建設業ＤＸ機器導入支援補助金実績報告

書（要綱第６号様式）に必要な書類を添付して、事業完了の日から起算して３０日を経過した

日又は交付決定を受けた日の属する会計年度の末日のいずれか早い日までに提出してくだ

さい。 

なお、実績報告時又はそれ以降に、現地調査等を行う場合があります。 

 

９ 留意事項 

（１） 応募は１事業者につき、年度内で１回に限ります。 

（２） 別表に記載の機器の区分から、複数を選択して応募することも可能です。 

（その場合も、１補助対象者当たりの上限額は増加しません） 

（３） 当該ＤＸ機器を新たに導入する場合に限ります。 

（既に同様の機器を保有している場合、当該機器は対象となりません） 

（４） 補助対象外となる主な経費は以下のとおりです。 

 交付決定前に購入したもの 

 「4 事業実施期間」で定める期間内に支払いが完了しないもの 

 リース契約等により導入するもの 

 通信運搬費等（設置費用・送料・手数料等） 

 消費税及び地方消費税 

 延長保証料等 

（５） 事業計画で見積もられた金額について、補助対象経費の精査や配分額の調整により

減額となる場合があります。 

（６） 採択後に補助対象経費が増額となった場合であっても、補助額を増額することはで

きません。 

（７） ＤＸ機器の活用状況について、取組事例として県ホームページ等で公表する場合が

あります。 

 

10 今後の予定 

応募締切：令和６年７月１９日（金曜日） 17時 

審査結果通知：令和６年７月２６日（金曜日）までに通知を発出予定。 

※採択者にのみ通知します（採択されなかった場合は通知しません） 
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別表 

機器の区分 

 

① 電子小黒板 

② ドローン(無人航空機・模型航空機) 

③ 自動追尾型トータルステーション 

④ 情報共有システム（ＡＳＰ） 

⑤ 電子納品を用いた完成検査 

⑥ 遠隔臨場 

⑦ マシンコントロールシステム及びマシンガイダインスシステム搭載型の建設

機械（後付け機器含む） 

⑧ ３Ｄレーザースキャナー 

⑨ 起工測量に用いる音響測深機器 

⑩ ＧＮＳＳ受信機 

⑪ ３次元設計ソフトウェア・３Ｄ点群処理ソフトウェア 

⑫ 施工管理ソフトウェア 

 

 

※①～⑫のいずれにおいても、汎用性の高い一般的な機器（パソコン・スマートフォン・タブ

レット等）は対象外とする。 

 

※ソフトウェアについて、ライセンス契約の場合は、令和６年度末までの使用分のうち、令和

６年度末までに支払いが完了した額を補助対象額とする。 

 

 



別紙

奈良県建設工事等入札参加資格の申請業種

土木一式　※A等級のうちA1グループを除く その他(モニュメント工事)

建築一式 その他(ＦＲＰ覆蓋設置)

舗装 その他(防球ネット工事)

鋼橋（上部工） その他(防球フェンス工事)

ＰＣ橋（上部工） その他(水門工事)

造園 その他(水門工事･ゴム鋼製)

木造住宅 その他(水門扉工事)

電気設備 その他(汚水処理施設)

暖冷房衛生設備 その他(排水処理設備)

法面処理 その他(脱臭装置設置工事)

塗装 その他(ポンプ据付配管工事)

道路等維持修繕 その他(浄化槽設備)

しゅんせつ その他(プール工事)

グラウト その他(貯槽工事)

杭打 その他(体育施設)

さく井 その他(公園遊具設置)

機械設備 その他(噴水､ろ過装置)

通信設備 その他(解体､撤去工事)

上下水道設備 その他(アンカー工事)

交通安全施設 その他(ロックシェッド)

その他(大工工事) その他(アスベスト工事)

その他(左官工事) その他(沈下修正､曳家工事)

その他(とび、土工、コンクリート工事) その他(テント工事)

その他(石工事) その他(橋梁補修工事)

その他(屋根工事) その他(傾斜板設置)

その他(管工事) その他(電気防触)

その他(タイル、れんが、ブロック工事) その他(表層工事)

その他(鋼構造物工事) その他(伸縮継手工事)

その他(鉄筋工事) その他(防音壁設置)

その他(板金工事) その他(フリューム設置)

その他(ガラス工事) その他(音響設備)

その他(防水工事) その他(下水管渠止水工)

その他(内装仕上工事) その他(下水管調査･更生)

その他(熱絶縁工事) その他(映像制作)

その他(建具工事) その他(錺金具)

その他(水道施設工事) その他(防触ライニング)

その他(消防施設工事) その他(埋蔵文化財発掘調査工事)

その他(清掃施設工事) その他(防触･防水工事)

　　　　　　　　　　　　　　　※建設業許可業種とは異なる

　　　　　　　　　　　　　　　※「土木施設除草業務」のみを申請している者は対象外


